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〔1〕はじめに
　すでに4年前のく消費税〉導入に当って展開された活発な論議は，その
多くが，税負担は一体どうなるのだろうか。この問題に関する論議であっ
た。それというのも，多くの人々は，消費税，すなわち間接税の導入によ
って，所得階層別にみて，税負担がどうなるのかというミクロ経済的問題
に大きな関心をもっていたからである。残念ながら論議は，税務会計的論
議に終始し，間接税の導入に伴ってマクロ経済が，その経済運動の展開に
当って，どのような影響をうけていくだろうかというマクロ経済的問題と
しては，殆んど論議されなかったようである。
　そこで本論は，さきに論議されることのなかったつぎのようなマクロ経
済的問題を取り挙げて分析することにしよう。間接税の導入によるマクロ
経済的効果，すなわち実質消費支出におよぼす影響，消費構造に及ぼす変
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化，そして実質所得への影響，さらに経済運動に大きな影響を及ぼす投資
や財政支出の撃数効果に何らかの変化が生じてくttので憐ないだろうか。
もし，変化が生じてくるとすれぽ，それはどういう変化であるのか。その
変化を明らかにするために，乗数式をどのように修正していけぽよいのだ
ろうか。これらの問題を分析し，明らかにしていきたい（1）。
〔II〕　間接税の導入による実質消費支出の変化
　間接税導入に4るマクロ経済効果を分析トていくには，生産部門と家計
消費部門からなるく二部門経済モデル〉ではなく，これに政府部門を加え
たく三部門経済モデル〉を取り挙げて分析していかなけれぽならない。
　したがって，所得は，
　　　Y＝C十1十G
として定義される。
　税体系は，税制改革によって，所得税（直接税）を間接税（消費税）に
完全に取り替えていくとして，税は，間接税だけからなり，その税率は
〈9％〉であるとしよう。
　間接税率を〈9％〉とすると，物価水準は，cetbris　paribusとして，間
接税の導入により，〈9％〉だけ上昇する。間接税導入以前の物価水準を
≧（P。〉，導入後の物価水準を〈P、〉とすれぽ，物価水準〈P、〉は，
　　　Pi＝　Po（1十の
として表される。
　間接税の導入によって，物価水準が上昇してくるので，名目GNPはその
影響をうけて変化することになる。間接税導入前の名目GNpを〈Y。〉，
導入後の名目GNP・を〈Y・〉とすれぽ，間接税率を用いて，名目GNP
〈Y，〉は，　　　　　”　　　　　　　　　’　・
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　　　Yi　・＝　Yo（1十の
として表される。
　税は，間接税だけからなり，直接税は採用していないとしているから，
間接税導入による名目税収入＜T＞は，
　　　Tニ9・｝㌔
となる。
名『可処分所得くYdm＞は澗接税を差し弓1いたものである醜
　　　Ydm＝Y，－T
となる。
　この名目可処分所得は，さらに展開して，
　　　Y・－T＝Yo（1十の一9・　Yo
　　　　　　＝Yo
となる。　　　　　　　　　　　　　　　　，
　これは，間接税導入前の名目GNp〈Y・〉が，間接税導入後の名目可処
分所得と等しくなることを意味している。
　したがって，間接税導入後の名目可処分所得は，
　　　Y，．＝Yo
となる。
さらに・頬覗分所得＜Ydr＞はl　z目可処分所得拗価靡で割引
いたものであるから，＜Ydr＞は，
　　　　　　1　　　Yldrニ　　　　　・Ydm　　　　　　1十9
となる。ここで，
　　　Ydm＝｝Yo
であるから，実質可処分所得は，さらに書き換えて，
　　　　　　1　　　Ydr＝　　　　　・Yo　　　　　　1十9
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となる。
　さて，間接税導入以前の消費関数がつぎのような関数
　　　C＝A十mpc・Y，
をとるとしよう。そうすると，間接税導入後の実質消費関数＜Cr＞はつぎ
のように表される。
　　　Cr－A＋m…（、t，）Y・
　間接税が導入されると，物価水準が上昇するので，その分だけ，実質可
処分所得は減少する。その実質可処分所得の減少分は，間接税が導入され
る以前の実質可処分所得〈｝㌔〉から，間接税が導入された後の実質可処
分所得を差し引いたものであるから，実質可処分所得の減少分＜d｝Ydr＞
は，
　　　d・Y・・＝＝　Yo－（　11十9）Y・
　　　　　一（　　　　11－　　　1十9）Y・
　　　　　一（　91十9）Ye
となる。
　実質可処分所得が減少すると，それに伴って実質消費支出が減少するの
で，実質可処分所得の減少分だけによる実質消費支出の減少分を〈ACr＞
とすると，〈dC，〉は，
　　　dCr－mpc・（、旱，）Y・
として表される。
　消費関数における独立支出要因＜A＞もまた，間接税導入による物価水
準の上昇によって，その実質価値が減少する。＜A＞の実質価値の減少に
よる実質消費支出の減少分を＜dCc＞とすると，〈ztc。〉は，
　4　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
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　　　AC・－A－（、f，）A
　　　　－（　　　　11－　　　1十9）A
　　　dC・一（　91十σ）A
として表される。
　したがって，さきに前提したような消費関数をとると，間接税の導入に
よって，ひき起される消費支出の減少分＜dC＞は，二つの減少分を合計
して，
　　　dC　＝dCr十ACa
となる。
　間接税を導入する以前の消費関数を，
　　　C＝mpc・Y，十A
とすると，間接税導入後の消費関数は，
　　　C，－m…（、÷，）Y・＋Ai
として表される。
　間接税導入後の消費曲線は，導入以前の消費曲線を用いて描くとすれ
ぽ，導入以前の消費曲線がどのように変化したものとして描くことができ
るだろうか。この問題に答えることは，間接税の導入によって，消費支出
がどのような影響を受けることになるかを明らかにしてくれる。
　さきに，示したように，間接税の導入によって，実質可処分所得は，
　　　Yl…＝＝（　11十9）Y・
となり，実質可処分所得の減少分＜d　Ydr＞は，
　　　d・Y・・一（　91十9）Y・
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となる。
　さて，間接税を導入すると，実質可処分所得が減少するので，それに伴
って，また実質消費支出が減少することになる。　　　　　・
　図＜1＞は，間接税導入以前の消費曲線と導入後の消費曲線を描いてい
る。
　この図＜1＞を用いて説明すると，図におけるように間接税導入以前の
実質可処分所得水準は〈Y・〉水準にあるが，間接税の導入によって，物
価水準が上昇するので，実質可処分所得は〈Y・〉から＜E＞へ，〈dY・〉
だけ減少することになる。
　実質消費支出の減少分〈dCr・〉は，実質可処分所得の減少によって生じ
てくる実質消費支出の減少分であるから，間接税導入以前の消費支出曲線
＜C＞線上のくB＞点から〈D＞点へ移行して生じる〈BD＞の大きさの
減少によって表される。
6
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　その＜dC，i＞の大きさは，
　　　AC・i－m…（　91十9）Y・
となる。
（A）〈ケース1＞
　ここでは，間接税を導入しても，固定支出部分＜A＞は変化しないと仮
定しよう。したがって，＜A＞点は移動しないので，間接税導入後の消費
支出曲線〈G＞は，図く1＞が示しているように，＜C＞線からくG＞線
ヘシフトするように描くことができる。
　＜G＞線が新しい実質消i費支出線を表すとき，図＜1＞の45°の補助線
と交る〈F＞点は，新しい実質所得水準〈Y，〉を表すことになる。
　間接税が導入された後の実質所得水準くY，〉は，導入される前の〈Yo〉
水準より，＜FJ＞，すなわちく∠y＞だけ，減少することになる。’
　間接税の導入によって，実質所得水準は減少し，その間接税の導入によ
る実質所得水準の減少は，実質消費支出線の変化，すなわち消費構造の変
化をひき起してくるのである。
　つまり，間接税の導入によって，消費構造に変化が生じてくるので，実
質消費支出は，さらに，＜D＞点から＜J＞点へ，＜DJ＞だけ減少するこ
とになる。　　　　　　　　　　　　　　　　　「　一　　　一
　〈DJ＞の大きさ，すなわち〈dC，2＞は，
　　　c，－mpc・（、辛，）Y・＋A
を用いて，実質所得水準が〈Y・〉から，＜AY＞だけ，減少するので，
　　　AC・2－m…（　11十9）dy
となる。
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　したがって，間接税を導入するときの実質消費支出の減少は，最終的に
は，〈dC，・〉と＜dC，2＞を合計した大きさとなる。
　図〈1＞から明らかなるように，この減少分は，実質所得の減少分
＜dY＞に等しく，
　　　∠y＝dCr、＋dC，2
となる。
　したがって，間接税導入による実質消費支出の減少分くAC，〉は，
　　　dC…mpc・（　91十9）Y・＋m…（、÷，）dY
となる。ここで，
　　　4C，＝AY
で’あるから，
　　　ay－m…（　91十9）Y・＋m…（、f，）〃
　　　dY｛・－m…（、t9）｝－m…（、f，）Y・
　　　　　　m…（　91十9）
　　　”＝・－m，・・（、÷，）Y°
　　　　　　　9・mpc　　　dY＝　　　　　　　　Yo　　　　　　1十9－mpc
となる。
　したがって，間接税導入による実質消費支出の減少分は，実質所得の減
少分に等しいから，
　　　∠y＝dCr
となり，
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　　　dCr－（　　9・mpc1十9－mpc）Y・
となる。
　つまり，間接税導入による実質消費支出の減少は，〈ceteris　paribus＞
として，間接税導入前の実質所得水準く｝㌔〉の
　　　　9・mpc　　　　　　　　＝m　　　1十9－mpc
m倍だけ減少することになる。
　いま，間接税率〈9＞がく3％〉であるとしよう。そして＜mpc＞は＜80
％〉であるとすれば，＜m＞の大きさは，
　　　　　　9・mpc　　　m＝　　　　　（1十9－mpc）
　　　　　　0．03×0．8　　　　　0，024　　　　　　　　　　　　＝　　　　　　＝O．10435　m＝　　　　　（1十〇．03－0．8）　 　　　　　　　　　0．23
　　　m≒10．44％
となる。
　これは，間接税〈3％〉を導入すると，導入前の所得水準の〈10．44
％〉，すなわち約1割の減少をみることになることを意味している。
（B）＜ケース2＞
　さきの〈ケース1＞においては，消費関数の中の独立支出要因くA＞
は，間接税を導入するとき，物価水準は上昇するけれども，変化すること
なく，一定水準に留まるものと仮定してきた。，しかし，ここでは，この仮
定を取り去り，独立支出要因もまた物価水準の上昇によって，実質価値が
減少するものと仮定しよう。
　間接税を導入する以前の消費関数の型をさきのくケース1＞のばあいと
同じように，
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　　　C＝mpc・Y，十A
としよう。
　間接税の導入によって，まずくA＞の実質価値の減少を求めていこう。
＜A＞の実質価値の減少は；
　　　（　11十9）A
となる。
　そうすると，取り敢えず，実質消費関数＜C，1＞の変化は，
　　　c・・－m・…Y・＋（　11十9）A
として表される。
　つぎに，間接税を導入すると，物価水準の上昇が生じて，実質可処分所
得が減少するから，独立支出要因＜A＞の減少と実質可処分所得の減少を
も考慮した実質消費関数＜C，2＞は，
　　　C・2－mpc・（　11十9）蝋、圭，）A
となる。
　実質可処分所得の減少分〈AY，〉は，さきにも明らかにしたように，
　　　dY・一（　91十9）Y・
となる。
　図＜2＞によって説明すれぽ，〈Y・〉は＜G＞点へ減少している。図
の＜Y・G＞がその減少分を示している。
　独立支出要因＜A＞の実質価値の減少分〈dC。〉は，図＜2＞の＜A＞
点が〈A・〉点への下方シフトによって表され，その大きさは，
　　　dC・＝＝（　91十9）A
10　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）
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となる。
　さらに，間接税導入による実質消費支出の減少分〈ACr・〉は，＜C，i＞
線を用いて，実質可処分所得〈Y・〉に，可処分所得の減少分くdY・〉を代
入して，
　　　dC・i－m…（　91十9）Y・
となる。
　実質可処分所得が〈AY，〉だけ減少すると，＜ceteris　paribus＞とすれ
ぽ，実質所得水準は，〈M。〉水準からくG＞点へ減少し，＜GF＞水準に
なるだろう。
　したがって，実質可処分所得の減少によって生じる実質消費支出のさら
なる減少分〈ACr・〉は，図＜2＞における＜D＞点からくE＞点への下方
シフトによって表すことができる。
（11）
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　新しい実質消費線＜C．2＞は，〈A，〉点と〈E＞点とを結ぶ線によって
描くことができる。そうすると，新しい実質消費線＜C．2＞と45°線との交
点〈J＞点は，．間接税導入によって生じた新しい実質所得水準を示してい
る。このとき，実質消費水準は＜JK＞水準となる。
　したがって，間接税の導入によって生じる実質消費支出の減少分
〈∠C．2＞は，＜C．2＞線を用いて，〈Y。〉に＜∠y＞を代入して，
　　　コC・2－m…（、f，）AY
となる。
　したがって，間接税の導入によって，全体として実質消費支出が受ける
影響は，図＜2＞から明らかなるように，
　　　∠C，＝ACa＋dC，i十∠C，2
となる。これを書き換えて，
　　　dCr－m…（　91十9）Y・＋m…（、ft）dY＋（、旱，）A
となる。ここで，図〈2＞より，明らかなるように，
　　　dY＝dC，　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
であるから，
AY－m…（　91十9）Y・＋m…（、辛，）dY＋（、呈，）A
となり，
dYo・－m…（　　1　1十9
　9
1十9
）｝－m…（　91十9）畷、辛，）A
12
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　　　dY－、＋a・－lkiE（mpe・岡
となる。
　したがって，間接税の導入によって，物価水準が上昇し，独立支出要因
＜A＞の実質価値も減少するとするとき，全体として，実質消費支出に対
する影響は，
　　　dCr－、＋，皇mμ〔m…岡
となる。
　しかも，この実質消費支出の減少分は実質所得の減少に等しくなる。
　（C）＜ケース3＞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t　これまでのくケース1＞，＜ケース2＞においては，間接税導入のマク
ロ経済効果を分析していくに当って，間接税の導入が投資，政府支出に与
える効果を通じての実質消費支出に対する効果の分析は，さておいて，間
接税の導入が直接実質消費支出におよぼす効果だけを取り挙げて分析して
きた。
　しかし，ここでは，間接税の導入が，投資，政府支出に与える効果を通
じてのマクロ経済効果を分析していくことにしよう。
　間接税を導入すると，物価水準が上昇してくるので，実質投資水準，実
質政府支出水準は，間接税導入前の水準より減少することになる。この間
接税の導入による実質投資水準および実質政府支出水準の減少は，実質消
費支出水準，実質所得水準にどのような影響をおよぼしていくだろうか。
　ここでは，これらの問題を取り挙げて，明らかにしていこうというので
ある。
　さて，分析を進めていくに当って，間接税を導入する前の，これまでの
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実質投資水準を〈1。〉で表し，実質政府支出水準を〈0・〉一で表すことにし
よう。
　そうすると，間接税の導入によって，影響を受けた新しい実質投資水準
〈1‘〉は，導入以前の実質投資水準〈1・〉を用いて，
　　　　　　1　　　　　　　10　1‘＝　　　　　1十9
として表される。また新しい実質政府支出水準＜G＞は，導入以前の実質
政府支出水準〈G・〉を用いて，
　　　　　　1　　　　　　　　GoG，＝　　　　　1十9
として表される。
　間接税の導入によって実質投資水準は減少しているが，、その実質投資水
準の減少分＜d1＞は，
　　　dl＝＝・1・一（1｝σ）1・
　　　　一（　91十9）・・
となる。さらに，実質政府支出の減少分＜dG＞は，
　　　nG－G・一（　11十9）G・
　　　　　一（、旱σ）G・
となる。
　したがって，実質投資水準の減少と実質政府支出水準の減少によって，
引き起される実質消費支出水準の減少分＜dG・＋c＞，すなわち＜AC，3＞
は，図＜3＞における＜AB＞によって表され，
　　　∠fC，3＝∠G＋σ
　　　dC，＋c＝＝dl十dG
　14　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）
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図く3＞
　　　　　　（　91十9）・・＋（、旱，）G・
　　　　　　（　91十9）｛・・＋G・｝
となる。
　（1｝間接税を導入すると，物価水準が上昇してくるので，まず，実質消
費支出水準が〈ac．・〉だけ減少する。いま固定支出部分＜A＞は物価水準
が上昇しても，変らないと仮定すれぽ，図く3＞にみるように，実質消費
支出線は，＜Cl＞から＜C2＞ヘシフトすることになる。
　②　間接税導入による物価水準の上昇は，実質投資水準と実質政府支出
水準を減少させる。この実質投資水準と実質政府支出水準の減少は，図
＜3＞においては，実質投資水準と実質政府支出水準の合計，すなわち
〈1＋G＞水準の減少であるから，それは，水平軸が減少分＜∠1＋dG＞だ
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け，上方シフトするのと同じことであり，点線で表されている。
　（3）水平軸の上方シフトと同時に，45°の補助線もまた上方ヘシフトす
ることになる。上方シフトした45°の補助線は点線で描かれている。
　上昇した45°の補助線と新しい実質消費支出線〈C・〉との交点＜H＞
は，間接税導入によって生じた実質投資水準の減少と実質政府支出水準の
減少の影響を受けて減少した実質所得水準を表している。そQ大きさは，
＜HK＞で表されている。
　（4）さて，間接税導入による＜1＋G＞の減少効果を表すために，水平
軸と45°の補助線を上方シフ5させ，実質所得水準〈HK＞を確定するこ
とができる。
　そこで，今度は，図＜3＞のくC2＞線を＜HJ＞だけ，下方シフトさせ
るならぽ，シフトさせる以前の水平軸と45°の補助線に戻ることができ
る。
　したがって，実質消費支出線は，＜C2＞線から＜C3＞へとシフトしてい
る。そして実質所得水準は，＜HK＞に等しい〈AY・〉によって表される。
この実質所得の減少分〈AY・〉は，図〈3＞における〈JF＞の大きさで表
されている。
　実質所得の減少〈dY2＞によるところの，さらなる実質消費支出の減少
分＜AC，4＞は，図く3＞においては，＜EF＞で表されている。この＜dC，4＞
の大きさは，実質消費支出線＜02＞を用いて，
　　　AC・4　・m…（、｝，）dY・
となる。
　したがって，間接税導入による実質投資水準と実質政府支出水準の減少
が実質消費支出に与える効果は，それだけを取り挙げると，
　　　ZC＝dCrs十dC，4　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘　　　1
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　　　　一（　91十9）｛・・＋G・｝＋m…（、ft）dY・
となる。ここで，図＜3＞をみても，明らかなるように，実質消費支出の
減少分＜dC＞は，実質所得の減少分〈dY・〉に等しく，
　　　dC＝A｝亀二dC，S十dC．4
であるから，さらに展開して，
　　　dY・一（　91十9）｛・・＋G・｝＋m…（、ft）dY・
　　　dY・｛・－mpc・（、十，）｝一（、k，）｛・・＋G・｝
　　　　　　　　　　9
ay・＝A議㍍）（1・＋G・］
　　　dY・一、＋f－m，。｛・・＋G・｝
となる。ここで，さきにみたように，
　　　dC＝dY，
であるから，結局，実質消費支出に与える効果は，
　　　・C－、＋，竺m，，｛・・＋G・｝
として表される。
　〔m〕　間接税の導入によるマクロ経済的総合効果
　間接税の導入によって，引き起されるマクロ経済的総合効果は，＜三部
門経済モデルを用いて，図＜4＞のように，〈C効果〉と〈1，G効果〉
によって説明することができる。
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　　　　　　　　　　　　　　團　　’　1
　　　　　　　　　　・／（c）＼
　　　　　　騨＼（、＋／　　
　　　　　　　　　　　　　　圃
　　　　　　　　　　　　　　　図L＜4＞　　　　　・　　、
　一つは，間接税の導入が消費支出＜C＞に影響をおよぼし，＜C＞の変
化を通じて，所得に変化＜Ay＞を引き起していく＞V　一トである1さら
に，もう一つは，間接税の導入が投資と政府支出＜1＋G＞に影響をおよ
ぼし，その変化を通じて所得に変化＜AY＞を引’き起していくルートであ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　駈る。
　第1ルートでの効果をくC効果〉とよび，第2ルートでの効果を〈1，
G効果〉とよぶことにしよう。
　間接税導入によるマクロ経済的総合効果は，〈C効果〉と〈1，0効果〉
を合算したものとして捕えることができるから，消費関数における固定支
出〈A＞が不変であるときには，
　　　dY＝dCr、十AC，2十dC，S十dC，4　　　　　－．　　　　，
　　　　　　h－　　一　　　　”　　　　　　　　　　　　　　　．
　　　　　　〈C効果〉〈1，0効果〉
として表すことができる。
　ここで，
　　　　　　　　　9・mpc　　　c効果＝　　　　　　　　1十σ一mpc
　　　ろ鋤果一、＋，呈m，，｛為†α｝
であるから，マクロ経済的総合効果は，
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　　　AY－、篶評、＋，皇mμ｛・・＋G・｝
　　　AY－、＋，皇mμ｛m…Y・＋・・＋G・｝
となる。ここで，
　　　mpc・】Yo十Io十Goニ】r，
であるから，
　　　　　　　　9　　　∠y＝　　　　　　　　Yo　　　　　　1十9－mpc
となり，マクロ経済的総合効果は，間接税導入前の実質所得水準＜Yc＞
にく9／1＋9－mpc＞を乗じただけ，実質所得を減少させることを示してい
る。
　いま，間接税率〈9＞をく3％〉とし，＜mpc＞をく80％〉とすれば，
　　　　　0．03　　　　　0．03　　　　　　　　　　　・　。　　　　　i　　　1＋O．．03一α8＝α23＝α13043　…
となり，間接税導入によるマクロ経済的総合効果は，はじめ：の所得水準を
約13％減少させることになる。
〔IV〕　間接税だけからなる税制下における乗数式と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へ乗数効果　 　 『i
　間接税導入前の実質所得水準をくy＞とし，間接税を導入した後の実質
所得水準を〈Y，〉としよう。
　この実質所得水準＜yr＞における実質消費支出水準を〈C．〉，実質投資
水準をくゐ〉，実質政府支出水準を＜Gr＞とする。
　そうすると，〈三部門経済モデル〉における実質所得＜Yr＞は，
　　　Yr＝C．十1，十G，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　！
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として規定される。
　消費関数がつぎのような型
　　　C＝mpc・Y，十A
をとるとしよう。
　ここで，名目可処分所得くY・〉は，
　　　Y≧＝　Y－　T，
となり，間接税〈T‘〉は，
　　　Tieg・Y
となる。　　　　　　　　　　　’
　実質可処分所得＜Y・1＞は，
　　　Ydr－、｝t｛Y－9・Yl
　　　Yldr－｛　1　　　σ1十9　　1十9｝Y
　　　Vdr＝1－9　y
　　　　　　1十9
となる。
　したがって，実質消費関数＜Cr＞は，
　　　C・＝＝m…（1－91十9）Y＋（、tのA
となる。
　投資関数を独立投資だけからなるとして，
　　　1＝1
とすれば・実質投資関数＜lr＞は・
　　　　　　1　　－　　　1r＝　　　　　・1　　　　　1十9
となる。
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　また，政府支出＜G＞を，
　　　G＝c
とすれば，実質政府支出＜Gr＞は，
　　　　　　1　　＿　　　G，＝　　　　　・G　　　　　　1十9
となる。
　したがって，実質所得水準〈Yr＞は，
　　　Yr－Y（・＋の（、辛9）
　　　Y，　＝Y
となり，
　　　Y－m…（1－91十9）y＋（、辛，）・＋（、tt）G＋（、｝t）A
　　　y－｛・－m…（｝享1）｝一（・＋C＋A）・（、辛，）　　’
　　　　　　　　　1
Y＝
E－m
潤j（’＋σ＋A）
　　　　　　　　　1
　　　Y－、＋，一器（、一の（1＋c＋A）
　　　　　　　　1十9
　　　　　　　　　1　　　　　－　＿　　　Y＝　　　　　　　　　　　（1＋G＋A）　　　　　1十9－mpc・（1一の
となる。
　税制が間接税だけから成り立っていて，直接税は導入されていないとす
る。そのとき投資だけが変化して，他の独立支出要因は変化しないものと
すれぽ，投資の変化による乗数効果はつぎの投資乗数式，
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　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　（dDAY・＝　　　　　　1十9－mpc・（1一の
によって表すことができる。
　同様にして，政府支出乗数式は，＜ceteris　paribus＞として，
　　　　　　　　　1　　　　　　＿　　　　　　　　　　　　　　（dG）dY＝　　　　　　1十9－mpc・（1一の
を導くことができる。ここでは，政府は，恩給，年金等の移転支払いはし
ていないものと仮定している。
　税制が直接税だけからなるときの乗数式における乗数＜Md＞は，すで
に知られているように，
　　　　　　　　1　　　　　　　　　1
　　　Md＝1－mp，・（1－t）＝1＋mp・・t－mp・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，t－．．tとなり，税制が間接税だけからなるときの乗数式における乗数＜mi＞は，
いま導き出したように，
　　　　　　　　　1’　1　　　　　　　1’N
　　　miニ　　　　　1十9－mpc・（1一の
となって，明らかに異なっている。
　それぞれの乗数は，いずれの税制において，より大きくなるのか，それ
とも小さくなるのかは，＜mpc・t＞と〈9・（1＋mpc）〉の大小関係に依存し
ていることを知るだろう。
　いま，限界消費性向＜mpc＞が〈80％〉であると仮定しよう。そうする
と＜Md＞と＜mi＞との間には，つぎのような関係が成り立つことになる。
　二つの乗数式における乗数＜Md＞，＜mi＞は，
　　　　　　　　　1
　　　Md＝　　　　　1十mpc。t－mpc
　　　　　　　　　l　　　mi＝　　　　　1十9十mpc・9－mp　c
であるから，乗数の分母を構成している＜mpc・t＞とく9（1＋mpc）〉にお
　22　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）
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いて，
　（1）mpc。t＞9（1十mpc）
ならぽ，
　　　mi＞Md
となり，間接税乗数（mi）が直接税乗数（Md）より大きくなる。
　（2）mpc・t＝9（1十mpc）
ならぽ，
　　　mi＝Md
となり，間接税乗数（mi）は直接税乗数（Md）と等しくなる。
　（3｝mpc・t＜σ（1十mpc）
ならぽ，
　　　ms〈Md
となり・間接税乗数（mi）は直接税乗数（Md）より小さくなる・
　し｝ま，＜mpc＞が〈80％〉であると仮定しているから，さきの（1｝，（2），
（3）のぼあいが成り立ρときQ税率＜9＞とく彦〉との間には，つぎのような
関係が成り立たなければならない。
　　　　　mpc　　　9く　　　　　t　　　　1十mpc
　　　　　O．8　　　9＜　　　　　t　　　　1十〇．8
　　　　4　　　　　　　　　　　　　　　　　・　’　　　9〈一∫　　　　9
となる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4　したがって間接税率＜9＞が，直接税率＜t＞のす以下であるときには，
間接税だけからなる税制下の乗数の方が，直接税だけからなる税制下の乗
数よりも大きくなって，Md＜miとなる。
　（1）間接税率＜9＞が直接税率＜t＞の＜4／9＞に等しいときには，間接
　（23）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　23
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税だけからなる税制下の乗数と直接税だけからなる税制下の乗数と同じ大
きさの乗数となって，Md＝miとなる。
　②　間接税率く9＞が直接税率＜t＞の＜4／9＞より大きくなるときには，
乗数は，間接税だけからなる税制の下での乗数の方が，直接税だけからな
る税制下の乗数より小さくなって，Md＞miとなる。
　また，直接税率＜t＞と間接税率く9＞が同じ税率であるならぽ，間接税
のぼあいの方が，直接税のばあいよりも，乗数が小さくなり，投資や政府
支出などの独立支出要因による乗数効果は小さくなる。
〔V〕　直接税と間接税を併用する税制下における乗数式と
　　乗数効果
　税体系が，直接税と直接税を共に有しているとき，独立支出要因の変動
による乗数効果はどのように作用するだろうか。この問題を取り挙げ，分
析していくにはく三部門経済モデル〉を用いて，直接税と間接税をもつ乗
数式を導き，分析していかなけれぽならない。
　〈三部門経済モデル〉における所得定義式は，
　　　Y＝C十1十G
となる。
　まず，はじめに，消費関数が，
　　　C＝mpc・Y≧十A
という型の関数をとるとしよう。
　この関数における可処分所得〈Y・〉は，定義により，
となる。
　可処分所得の定義に登場してくる租税関数は，直接税と間接税とを併用
しているので，総税収入〈T＞は，
　24　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）
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　　　T＝T‘十T，
　　　　　　　　　　　　　　　　，　　，　　　　　　　　1
として表される。
　ここで，直接税くT・〉は，間接税導入後の名目所得に課せられるので，
　　　T，＝t・Y（1十の
として表わされる。＜t＞は直接税率である。
　間接税〈T，〉は，間接税導入による物価上昇前の所得＜y＞に課せら
れて，
　　　71‘＝σ・Y
として表される。＜9＞は間接税率である。
　したがって，総税収くT＞は，
　　　T＝9・Y十t・Y（1十の
となる。
　ここで，政府は，恩給，年金等を支給しているとして，移転支払支出
＜R＞は，
　　　R＝r・Y（1十の
として表されるとしよう。
　そうすると可処分所得＜Yd＞は，
　　　Yd＝・Y－T十R
　　　　＝Y－｛9・Y十t’（1十9）珊十r・Y×（1十9）
　　　Y，＝Y〔1－｛σ十t・（1十の｝十r〕
となる，
　間接税の導入による物価水準の上昇によって，割引きされた実質可処分
所得〈Ydr〉は，
　　　　　　　1　Y，　　　Ydr＝　　　　　　1十9
であるから，
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　　　Y・・一（、÷，）｛・一・－t・（・＋の＋r｝Y
となる。
　名目所得税〈T・．〉は，
　　　Td。　＝t・Y（1十の
であるから，実質所得税＜Tdr＞は，　　　　　．t
　　　　　　l　　　Tdr＝　　　　　’t’Y（1十の　　　　　1十9
　　　Tdr＝t・　Y
となる。
　実質間接税〈Tir＞は，名目間接税〈T，．〉が，
　　　T‘．　＝g・Y
であるから，
　　　　　　1　　　T‘，＝　　　　　・9・Y　　　　　1十9
　　　　　　9　Y　　　Ti，＝　　　　　1十9
となる。
　したがって，実質税収入くT，〉は，
　　　　　　　　　9　Y　　　T，　＝t・Y十　　　　　　　　1十9　　　　　　　　　1　　、．
　　　　　t・（1十の十9　　　　　　　　　　　yTr＝　　　　　　　1ナ9
となる。
　さきの消費関数を実質消費関数に書き換えると，
　　　Cr：＝mpc・Yl，r十A，
において，＜Ydr＞は，
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　　　　　　1　　　　　　　　〔1－9－t・（1十の十r〕YYdr＝　　　　　　1十9
であり，＜Ar＞は，
　　　　　　1　　　　　　　　（A）Ar＝　　　　　1十9
であるから，実質消費関数・iC　Cr＞は，
　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　〔1－9－t。（1十の十r〕Y十Cr＝mpc・　　　　　　　　1十9　　　　　　　　　　　　　　1十9
となる。
投資関数をいま独立噸だけからなるζして・
　　　1＝1
とすれぽ，実質投資〈Ir〉は，間接税導入による物価上昇分で割引きし
て，
　　　　　　1’　．
　　　　　　　（1）Ir＝　　　　　1十9
となる，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　二，
　政府支出＜G＞は，外生的に与えられるとして，
　　　G＝G　　　　　　　　　L
とすれぽ，実質政府支出〈G．〉は，間接税導入による物価上昇分で割引き
して，
　　　　　　1　　＿　　　　　　　　．　　　Or＝1＋σ（G）　・’ド∵・『”　『『
となる。
　実質消費支出，実質投資支出，実質政府支出をこのように規定してくる
と，〈三部門経済モデル〉における実質所得水準＜Yr＞は・
　　　　　　1　　　　　　　　（1＋のYYr＝　　　　　1十9
　　　Yr＝Y
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（A＋1＋G）　　　　　　　　1　　　　　　　　　　mpc・〔1－9－t。（1十の十r〕　1－　　　　　　　1十9
　　　　　　　　　　　　　1
　　　y－、＋，－m，，．〔1十91－9－t’（1－9）＋。〕・（A＋・＋C）
　　　　　　　　　　　　1十9
となり，
　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　－　＿　　　　－　　　Y＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（A＋1＋G）　　　　　1十9－mpc・〔1－9－t・（1十9（十r〕
となる。
　さて，＜ceteris　paribus＞として，投資乗数式を求めれば，
　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（d1）dY＝　　　　　　1十9－mpc・〔1－9－t・（1十の十r〕
となる。
　また，政府支出乗数式は，
　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（dG）dY＝　　　　　　1十9－mpc・〔1－9－t・（1十の十r〕
となる。
　乗数は，明らかに，＜ceteris　paribus＞として，＜9＞が大きくなると，
28　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）
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となり，
　　　y－m…（、f，）〔・一・－t（・＋・）＋・〕・y
　　　　　　　1　　　　　　1　　．　　　1　　＿　　　　　　　　　（A）＋　　　　　　（1）＋　　　　　　（G）十　　　　　　1十9　　　　　　1十9　　 　　　　　　1十9
　　　疑・一、辛，m…〔・一・－t（・＋・）＋・〕〕
　　　　　　　1　　　　－　＿　　　　　＝1＋9（A＋1＋G）
　　　　　　　　　　　　　　1
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小さくなり，＜9＞が小さくなると，大きくなることを明らかにしてい
る。
　間接税率く9＞がゼロのときの乗数式は，上式の＜9＞をゼロとして，
　　　　　　　　　1　　　∠｝「＝　　　　　　　　　　　　（d1）　　　　　　1－mpc・（1－t十r）
となる。
　これはく三部門経済モデル〉において，直接税だけからなる税体系をも
つモデルの投資乗数式である。
　二つの乗数式を比較してみると明らかなるように，直接税と間接税を併
用しているときの乗数は，直接税だけからなるときの乗数より小さくな
り，乗数効果の作用が小さくなることを知るだろう。つまり，税制が直接
税と間接税を併用してくると乗数が小さくなり，乗数効果の大きな作用を
余り期待することはできなくなる。
　直接税と間接税とを共にもつ，直・間併用の税制において，直接税収入
と間接税収入との比率，すなわち直・間比率を変更していくと，乗数はど
のように変化していくだろうか。
　つぎにζの問題を分析していくことにしよう。
〔VI〕　結　び
　　一く直・間比率〉の変更と乗数効果一
　日本経済は，長期に亘ってのく消費不況〉の中で，景気刺激策として，
所得税減税策を主張する人もいるが，しかし，所得税減税策は，税制の抜
本的改革の中で検討すべきであるとする意見が主流をなしている。
　しかも，高齢化社会を迎へての財源の安定確保は不可欠であり，そのた
め，消費税率を引き上げて，間接税の相対的ウエイトを高め，＜直・間比
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率〉の見直しの中で，累進税率の歪みを改める所得税減税を取り挙げてい
かざるをえなくなっている。
　しかし，〈直・間比率〉の変更は，景気刺激策，安定財源の確保の問題
として鮒でなく・経済の成長罰の仕方・すなわち瓢効果に撃な変
化を伴うことに注目しなけれぽならない。
　以下に，〈直・間比率〉の変更と直接税率〈t＞と間接税率〈9＞の具体
的数値例を挙げて，乗数効果の変化を検討していくことにしよう。
　（1｝いま，税収入における直接税と間接税との比率，すなわちく直・間
比率〉が＜3対7＞になってし｛るとしよう。
　そうすると，二つの挽収入の間には，
　9・「　＝ヱ
t・】1（1十9）　　　3
　　　3・9．Y＝7・t・Y（1十σ）　　　　　　　　　　　髄　　　　　　　　　　　、
なる関係になるから，間接税率＜0＞と直接税率＜t＞との間は，
　　　3●9ニ7・t（1十9）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適　・なる関係が生じてくる。
　いま，間接税＜9＞が，はじめにわかっているとして，〈σ〉を〈10％〉
とし，〈直・間比率〉が，＜3対7＞であるとすれぽ，直接税率＜t＞は，
　　　3×0．1＝7・t（1十〇．1）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　　0．3　　　　　＝0．039t＝　7（1．1）
となる。
．したがって，直接税率は，〈3．9％〉となる。直接税率が，〈3．9％〉と
いうのは実際的には，余りにも低すぎる税率であるかのようにみえるがプ
間接税率が，〈10％〉で，〈直・間比率〉が＜3対7＞であるときには，
このように，直接税率は，〈3．9％〉となる。
30　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）
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このときの乗数式の乗数〈M・〉を求めると，〈Ml＞は，
　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　1十〇．1－0．8〕1－0．1－O．039（1十〇．1）十〇．27〕
　　　　　　　1　　　　＝　　　　2．791　　　　　　0．3583
　　　Ml＝2．791
となる。すなわち乗数は＜2．8＞となり，乗数効果は〈2．8倍〉に作用する
ことになる。
　（2）間接税率＜9＞を〈30％〉とし，〈直・間比率〉が，＜3対7＞で
あるとすれば，直接税率＜t＞は，
　　　3×0．3　＝7・t（1十〇°3）
　　　　　0．9　　　t＝一＝0．0989　　　　　9．1
　　　t＝9．89％
　　　t≒10％
となり，直接税率は〈1q％〉となる。　　　　　，　’　　　　　，
　このときの＜M2＞を求めると，〈〃z2＞は，
　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　，　　　M2＝
　　　Ml＝　　　　　1十9－mpc・〔1－9－t・（1十の十r〕
であるから，〈mpc＝80％〉，〈r＝　7％〉とすれぽ，
　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　Ml＝
　　　　　　1十〇．3－O．8〔1－0．3－0．1（1十〇．3）十〇。07〕
　　　　　t　1
　　　　＝　　　　＝1．269　　　　　　0．788
　　　M2＝＝1．269
となる。このとき，乗数は，＜1．・3＞となり，乗数効果は，〈1．3倍〉に作
用することになる。
　③ここでは，〈直・間比率〉を，＜7対3＞とし，直接税率＜t＞が，
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〈30％〉であるとすれぽ，間接税率＜9＞は，
　　　7・9＝3・t（1十9）
であるから，
　　　7・9＝3×0．3（1十9）
　　　7。9－0．99ニ0．9
　　　6．1・9＝0．9
　　　　　0．9　　　9＝一＝0．1475　　　　　6．1
　　　9＝14．8％
となり，間接税率はく14．8％〉となる。
　このとき，＜Ms＞は，
　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　ms＝　1十〇．148－0．8〔1－O」148－0．3（1十〇．148）十〇．07〕
　　　　　　　1　　　　　　　　　＝1．4579　　　M3＝　　　　　0．68592
となる。
乗数は，〈1．5＞となり，乗数効果は〈1．5倍〉に作用することになる。
さきの雛例が示しているように澗接税のウエイト箪めF・〈直’
間比率〉を〈3対7＞にして，税率＜9＞，＜t＞をともに高めていくと
き，乗数効果は次第に小さくなっていくことを明らかにしている。
　また，反対に，直接税のウエイトを高めて，〈直・間比率〉を＜7対
3＞にしても，税率＜9＞，＜t＞をともに高めていくときには，乗数は小
さくなり，税率をともに小さくしていくときには，乗数効果は大きくなる
ことを明らかにしている。
　　　　　　　　　　　　　　《注》
（1）　本稿は，拙著r経済政策の基礎理論』，＜第12章，国民所得の変動，Ay
　　のメカニズム〉において，’G．C．ハルコート，　P．H．カーメル，　R．H．ワー
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税制の改革と乗数式の修正
レイスの間接税の取り扱い方をベースにして展開した間接税と乗数概念の問
題を，今日，わが国で論議されている税制の抜本的改革，直・間比率の変更
等に伴って生じてくるマクロ経済的問題への効果を明らかにする乗数式の修
正へと，拡大，発展させたものである。（G．C．　Harcourt，　P．　H．　Karmel，
R．　H．　Wallace，　Economic　Activity，　Cambridge　University　Press，1967．）
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